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研究成果の概要：

第１に，戦略的協働とは何かを明らかにした．第２に，各セクター間における戦略的協働を

パターン化した．第３に，協働パターンの構成概念を明確化し，概念間の相互関係を記述し説

明するための概念的枠組を構築し，その上で概念の操作化を試みた．第４に，構築された概念

的枠組に基づき，ＮＰＯ，企業，政府間の戦略的協働の実態を測定，記述，比較した．第５に，

比較事例研究から得られた分析結果より，戦略的協働に関する統合的な理論モデルを構築した．
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１．研究開始当初の背景

ＮＰＯ，政府，企業の三者間の戦略的協働

をマネジメントの視点から理論的・実証的に

考察した研究は，ごく少数の事例紹介（たと

えば，Lober,1997, Osborne & Murray, 2000，

Takahashi & Smutny，2002）を除いては，全

く存在しなかった．

ＮＰＯの経営についての先駆的研究として

は，Drucker(1990)があるが，その焦点はＮ

ＰＯの統治のあり方に置かれており，ＮＰＯ

と他の諸主体との有機的な協働のあり方に

ついてはほとんど言及していなかった．また，

企業とＮＰＯの協働を扱った数少ない先行

研究として Lipnack & Stamps(1982)がある
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が，彼らは米国の草の根レベルの社会運動を

ネットワーキングという概念で紹介したに

過ぎない．

他方，企業間の戦略的協働についての先行

研究は一定の蓄積がなされている．

たとえば，Hamel & Doz(1999)は，戦略的協

働のタイプを 3 つに分類し，それぞれに有効

な 行 動 パ タ ー ン を 提 示 し て い る ．

Badaracco(1991)は，IBM と関連企業のパート

ナーシップの詳細な事例研究に基づき「知識

の連鎖」という概念を提示し，企業間の連携

を知識の観点で捉えた先駆的研究を行って

いる．このように協働あるいはネットワーキ

ングを知識の観点で捉えようとする見方は，

最近になってようやく支持されるようにな

ってきた．

しかしながら，ＮＰＯと企業の戦略的協働

を知識ネットワーキングの視点で考察した

研究は，ごく少数の事例の紹介（たとえば，

Salamon, 1997）を除いては存在しなかった．

さらに，ＮＰＯ，政府，企業という三者間の

戦略的協働に関する先行研究も一切存在し

なかった．

われわれの関心は，経営学的視点に基づき

ＮＰＯ，政府，企業間の戦略的協働の比較を

実証的に行う点にあるが，こうした問題意識

に基づく研究は皆無であった．

われわれは，過去 5年以内だけをとっても，
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(B)と(C)を間断なく獲得し，①地域における

新事業創造と情報技術の活用，②地域におけ

るＮＰＯの知識ネットワーキング，③ＮＰＯ

の戦略的社会性と組織成果に関する経営学

的実証研究，④ＮＰＯと企業の戦略的協働に

関する研究等を集中して実施してきた．

われわれは，上記の研究を一層展開し，Ｎ

ＰＯ，政府，企業間のトライアディックな関

係を解明する.国内外においても，こうした

ＮＰＯを中心とする戦略的協働に関する継

続的研究を試みているグループは，われわれ

を除いては皆無であり，十分な準備状況にあ

った．

２．研究の目的

ＮＰＯ，政府，企業間の関係は，大きな変

化を経験しつつある．特に今日一番大きな存

在である企業の事業発展は，企業内部からだ

けではなく，他の組織（ＮＰＯ，政府，他企

業等）との多様な協働によってもたらされる

ようになった．その結果，わずか 50 年前に

は想像すらできなかったＮＰＯ，政府，企業

という異なるセクターに属する組織間の戦

略的意図に基づく協働（以下「戦略的協働」

と略記）が実現されるようになった．しかし，

戦略的協働のための具体的な方法は，いまだ

試行錯誤の段階にある．この未解明でありな

がら 21世紀の社会にとって極めて重要な「戦

略的協働」を理論的・実証的に解明を試みる．

研究代表者は，これまで，一貫して企業の

経営行動の国際比較研究の蓄積を行ってき

た． 2003 年からは，「企業とＮＰＯの戦略的

パートナーシップの日米比較」に着手してい

た（「企業とＮＰＯの戦略的パートナーシッ

プに関する日米比較：課題番号 15330072」）．

その過程において，企業とＮＰＯのパートナ

ーシップのあり方には，日本と米国とで共通

点もみられるが，かなりの程度，相違点が存

在することを発見した．

分析結果については，①企業とＮＰＯの国

際的な協働の成否には，政府との連携が非常

に大きな影響を与えていること（アクターと

しての政府の重要性），②パートナーシップ

を成功裏に収めるためには各アクターは，重

層的に連結された多様なネットワークを通

じて知識の獲得と創造を行うことが不可欠

であること（知識ネットワーキングの視点），

③プロジェクトの成否を決定づける要因を

分析するためには，企業とＮＰＯの静態的な

パートナーシップという概念ではなく，より

動態的な協働という概念に基づく分析が必

要であること（戦略的協働の概念）などが明

らかになった．

こうした点に鑑み，本研究は，問題意識を

さらに発展させ，「ＮＰＯ，政府，企業間の

戦略的協働の国際比較」を知識ネットワーキ

ング・パースペクティブに基づいて行うこと

を目的とした．具体的には，ＮＰＯ，企業，

政府の戦略的協働が成功裏に実現するため

にはどうすべきかに関して，国際比較を通じ

て理論的・実践的な解明を目指した．

その際，注目すべき有効な概念が「知識ネ

ットワーキング」である．ＮＰＯ，企業，政



府が保有・蓄積・強化している異質な組織的

知識をネットワークすることで，各アクター

の知識ポテンシャルは飛躍的に高まる．

そこで第１に，各セクター間における戦略

的協働をパターン化する必要がある．一般に，

協働には，(1)チャリティ，(2)トランザクシ

ョン，(3)インテグレーション・アライアン

スの 3形態があるが，こうした資源交換の側

面のみならず，知識創造モードに重点を置き

つつ，有効な協働のパターンと，有効ではな

い協働のパターンとを析出する．

第２に，協働パターンの構成概念を明確化

し，概念間の相互関係を記述し説明するため

の概念的枠組を構築し，その上で，概念の操

作化を試みる．概念の操作化に当たっては，

各セクター間の戦略的協働と知識ネットワ

ーキングの多様な側面が測定されるよう最

大限の注意を払う．

第３に，構築された概念的枠組に基づき，

ＮＰＯ，企業，政府間の戦略的協働の実態を

測定し，記述し，そして比較する．研究に際

しては，まず，特徴的な戦略的協働を展開し

ている日本の特徴的な事例をとりあげ詳細

な定性的研究を行う．この事例研究を通じて，

戦略的協働に関する一般的な諸変数を抽出

すると同時に，仮説命題を導出する．続いて，

事例研究から析出された諸仮説を，大量サン

プルによる多変量解析により検証する．

第４に，比較事例研究ならびに定量的研究

から得られる分析結果より，戦略的協働に関

する統合的な理論モデルを構築するととも

に，戦略的協働を通じて知識ネットワーキン

グを実現し，有効な知識創造を行うための具

体的な方策の提示を試みる．

３．研究の方法

本研究は，われわれが単独およびグループ

で，これまで行ってきた企業とＮＰＯの相互

作用に関する諸研究をさらに発展させ，ＮＰ

Ｏ，政府，企業間の有効な戦略的協働のあり

方を，国際比較を通じて経営学的に解明しよ

うとするものである．その際，われわれがこ

れまで一貫して採用してきた方法論の一層の

精緻化が図られた．

具体的には，まず，先行研究，1次資料（聞

き取り調査やＮＰＯの内部資料の渉猟等），2

次資料（各種商用データベースの情報も含む）

などの広範な探索により理論的な分析枠組

（たとえば，「協働の窓モデル」）を構築した．

その分析枠組に即して，少数の事例を対象と

する詳細な定性的研究と，大量サンプルより

得られたデータの多変量解析（定量的研究）

とを併用した．

演繹的に導出される理論に依拠しつつ，事

例研究と定量的研究を併用する研究スタイル

は，方法論的には，日本的研究スタイル（仮

説発見型）と欧米的研究スタイル（仮説検証

型）の両者の利点をミックスしたものである．

こうした複数の方法の併用は，経営学に限ら

ず，社会科学全般においても推奨されている

ものである．

単に理論的な厳密性にとどまらず，研究の

手触り感の確保や実践家に対する提言をも可

能にするためには，実際に活動が展開されて

いるフィールドで研究者と実践家とが一体と

なってプログラムを推進し，そのプロセスを

理論化に対してフィードバックする必要があ

る。こうした方法を併用することで，研究の

リアリティと実践性が高められると考えた．

４．研究成果

第１に，戦略的協働とは何かを明らかにし

た．

第２に，各セクター間における戦略的協働

をパターン化した．

第３に，協働パターンの構成概念を明確化

し，概念間の相互関係を記述し説明するため

の概念的枠組を構築し，その上で，概念の操

作化を試みた．概念の操作化に当たっては，

各セクター間の戦略的協働と知識ネットワ

ーキングの多様な側面が測定されるよう最

大限の注意を払った．

第４に，構築された概念的枠組に基づき，

ＮＰＯ，企業，政府間の戦略的協働の実態を

測定し，記述し，そして比較した．研究に際

しては，まず，特徴的な戦略的協働を展開し

ている特徴的な事例（具体的には，人道目的

の地雷除去支援の会(JAHDS)，ジャパン・

プラットフォーム(JPF)，北海道 NPO バン

クなど）をとりあげ詳細な定性的研究を行っ

た．この事例研究を通じて，戦略的協働に関



する一般的な諸変数を抽出すると同時に，仮

説命題を導出した．

第５に，比較事例研究から得られた分析結

果より，戦略的協働に関する統合的な理論モ

デルを構築するとともに，戦略的協働を通じ

て知識ネットワーキングを実現し，有効な知

識創造を行うための具体的方策を提示した．
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